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南海トラフ地震臨時情報防災対応マニュアル【暫定版】の概要について 

 

１ 本マニュアルの目的 

本マニュアルは、気象庁が「南海トラフ地震臨時情報」を発表した場合の災害対策本部

等の設置のほか、高齢者等避難の発令範囲や伝達方法、市民への周知啓発等の基本的事項を

定め、適時適切に後発地震の発生の備えを強化し、市民の生命と身体を守ることを目的とす

る。なお、本マニュアルは、国のガイドラインや愛媛県の指針のほか、現時点での知見に基

づき暫定的に取りまとめたものであることから、今後、国のガイドラインの改訂などを契機

に、適宜見直すものとする。 

 

２ 地域防災計画との関係 

 本マニュアルは、「地域防災計画」に基づく、南海トラフ地震臨時情報が発表された場合

の災害対策（警戒）本部の設置や高齢者等避難の発令、市民への周知啓発等の詳細を規定し

たものである。 

本マニュアルの位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

○臨時情報発表までの流れは次のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （参照：ガイドライン「情報発表までのフロー」） 

宇和島市地域防災計画 
第３編 地震災害対策編 

第２章 南海トラフ地震防災対策推進計画 
第37節 南海トラフ地震の時間差発生等における円滑な避難の確保等 

南海トラフ地震臨時情報対応マニュアル 

詳細を規定 
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 防災対応の考え方  

 ○臨時情報が発表された場合の本市の防災対応の考え方については、下表のとおりガイド

ラインで示された防災対応を実施することを基本とする。 

区分 半割れケース 一部割れケース ゆっくりすべりケース 

発生直後 ●個々の状況に応じて避難等の防災対応を準備・開始 ●今後の情報に注意 

（最短） 

2時間程度 

 

 

 

 

 

 

1週間 

巨大地震警戒対応 
●日頃からの地震への備えを再確認する等 

●地震発生後の避難では間に合わない可能性

のある要配慮者は避難、それ以外の者は、

避難の準備を整え、個々の状況等に応じて

自主的に避難 

●地震発生後の避難で明らかに避難が完了で

きない地域の住民は避難 

 対応：事前避難対象地域に避難情報を発令 

巨大地震注意対応 
●日頃からの地震への備

えを再確認する等 

 （必要に応じて避難を

自主的に実施） 

巨大地震注意対応 
●日頃からの地震への備

えを再確認する等 

2週間 

巨大地震注意対応 
 

●日頃からの地震への備えを再確認する等 

 （必要に応じて避難を自主的に実施） 

●大規模地震発生の可能

性がなくなったわけで

はないことに留意しつ

つ、地震の発生に注意

しながら通常の生活を

行う 
すべてが収ま

ったと評価さ

れるまで 

●大規模地震発生の可能性がなくなったわけ

ではないことに留意しつつ、地震の発生に

注意しながら通常の生活を行う 

大規模地震発

生まで 

●大規模地震発生の可能

性がなくなったわけで

はないことに留意しつ

つ、地震の発生に注意

しながら通常の生活を

行う 

 

 地震発生後の防災対応の流れ  

○ガイドライン等に応じた防災対応を取る。 

キーワード 防災対応 

巨大地震警戒 ・発表後1週間までは、事前避難対象地域の市民は事前避難。それ以外の市民は、

日頃からの地震の備えの再確認等を実施。 

・発表後2週間までは、日頃からの地震の備えの再確認等を実施。 

巨大地震注意 ・発表後1週間までは、日頃からの地震の備えの再確認等を実施。 

 

 津波に対する「事前避難対象地域」  

○「30 ㎝以上の浸水が地震発生から 30 分以内に生じる地域」を検討対象地域とし、事前

避難対象地域とした地域には、臨時情報（巨大地震警戒）発表時に避難情報を発令する

こととされており、避難対象者の特性に応じて、さらに２種類の地域に分かれる。 

○本市においては、臨時情報（巨大地震警戒）発表時に、高齢者等避難を発令する。 

種類 対象者 避難情報の発令 指定の検討 

住民事前避難対象地域 全住民 避難指示 30 ㎝以上の浸水が地震発生から 30

分以内に生じる地域を基本に各市

町村が設定 高齢者等事前避難対象地域 
避難に時間のか

かる高齢者等 
高齢者等避難 

 

 

（参照：ガイドライン「住民、企業の防災対応の流れ」を加筆修正） 
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 事前避難対象地域の設定  

○本市における「30cm 以上の浸水が地震発生から30分以内に生じる地域」は、広範囲に

及ぶ地域はないが、ほぼ全ての沿岸部に点在。 

○避難に一定の時間が必要な高齢者等は、事前に避難することで安全性を大きく高めるこ

とが可能となる。 

○国、県の基準のよる「30cm 以上の浸水が地震発生から30分以内に生じる地域」が含ま

れる行政区に加えて、その隣接する沿岸部の行政区を「高齢者等事前避難対象地域」に

設定する。※高齢者等とは：避難に時間を要する人（高齢の方、障害のある方、妊産婦、乳幼児等）とそ

の支援者 

 

「高齢者等事前避難対象地域」とする地区 

高齢者等事前避難対象地域 

【宇和島地区】（８０地区）丸之内５丁目、新町２丁目、栄町港１丁目、栄町港２丁目、恵

美須町１丁目、新田町１丁目、新田町２丁目、新田町３丁目、新田町４丁目、文京町（４・

５）、明倫町１丁目、明倫町２丁目、明倫町５丁目、桝形町２丁目、桝形町３丁目、弁天町

２丁目、築地町１丁目、築地町２丁目、住吉町２丁目、住吉町３丁目、住吉町３区、大浦１

区、大浦３区、赤松、蛤１区、蛤２区、百之浦、本九島１区、本九島２区、平浦、蕨、小池、

小浜、大小浜、石応１区、石応２区、白浜、坂下津１区、坂下津２区、坂下津３区、保手１

丁目、戎山、船隠、天満１区、天満２区、豊正園、豊浦、尾崎、大内、安米、大池、神崎、

柿之浦、東、結出、西、島津、狩津、明越、矢の浦、小矢の浦、甘崎、番匠、魚泊、水荷浦、

津の浦、高助、横浦、豊の浦、宮市、宿の浦、大島、矢ケ浜、本浦、小内浦、嘉島、郡、喜

路、明海、能登 

【吉田地区】（４０地区）桜丁、西小路、魚棚１、魚棚２、魚棚３、川口、横網代、君ケ浦、

向山、新田、鶴間、鶴間団地１、鶴間団地２、浅川、知永、板ノ浦、中浦、古浦、船間１・

２、大良、南君西、南君東、立目、牛川、筋、池の浦、深浦下、深浦上、宮の浦西、宮の浦

東、浜、与村井西、与村井中、与村井東、脇中島、先新浜、畦屋三つ尾、花組、茜荘 

【津島地区】（４８地区）港町一、港町二、港町三、寿町、芳原、巽団地、玉ヶ月、白鷺、

胼ノ江、干拓、若葉、塩浜団地、佐近谷二、田之浜、曽根、脇、田颪、泥目水、坪井、弓立、

鼡鳴、横浦、嵐、針木、浦知、塩定、柿之浦、曲烏、平井、漁家、成、須下、後、竹ヶ島、

鵜之浜、宗清、国延、面浦、網代、家次、木浦松、牛之浦、尻貝、掛網代、福浦、大日提、

小日提谷、小日提浜 

【合計】（１６８地区） 

 

高齢者等事前避難対象地域 

世帯数・人口合計（R3.4.1現在） 

地区数 ：１６８地区 

世帯数 ：９，３８３世帯  ６５歳以上39.6％ 

  人 数 ：１９，５５３人  ６５歳以上 約７，７４２人 

宇和島4,263人、吉田1,674人、津島1,805人 
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【宇和島地区】＜高齢者等事前避難対象地域＞（抜粋） 

新田町１丁目 対象：１０６世帯 １９７人 

  新田町２丁目 対象： ７７世帯 １４９人 

   新田町３丁目 対象：１３６世帯 ２６６人 

新田町４丁目 対象：１３９世帯 ２７６人 

文京町(４・５)対象：  ０世帯   ０人 

明倫町１丁目 対象： ２４世帯  ３５人 

明倫町２丁目 対象： ９１世帯 １６２人 

明倫町５丁目 対象：１５３世帯 ２７３人 

弁天町２丁目 対象： ３３世帯  ４４人 

 

新田町１丁目 

新田町２丁目 

新田町３丁目 
新田町４丁目 

文京町（４・５） 

明倫町２丁目 

明倫町５丁目 

明倫町１丁目 

弁天町２丁目 
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（参考） 

愛媛県地震被害想定調査 

津波浸水予測時間図（浸水深30cm） 
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【吉田地区】＜高齢者等事前避難対象地域＞（抜粋） 

桜丁   対象： ７９世帯 １６３人  西小路  対象：３４世帯  ７４人 

魚棚１  対象： ２５世帯  ４７人  魚棚２  対象：３６世帯  ７５人 

   魚棚３  対象： ５５世帯 １０８人  川口   対象：５５世帯 １１０人 

横網代  対象： １５世帯  ２２人  君ケ浦  対象：３８世帯  ６６人 

向山   対象： ２２世帯  ３４人  新田   対象：２８世帯  ６２人 

鶴間   対象：１４１世帯 ３４８人 鶴間団地１ 対象：５１世帯  ６０人 

  鶴間団地２ 対象： ３４世帯  ６０人 

 

君ケ浦  

横網代  

魚棚３  

鶴間団地１  

鶴間  

西小路  

桜丁  

魚棚１  

魚棚２  

向山  

川口  

新田  

鶴間団地２  
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（参考） 

愛媛県地震被害想定調査 

津波浸水予測時間図（浸水深30cm） 
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【津島地区】＜高齢者等事前避難対象地域＞（抜粋） 

港町一  対象： ７世帯  １２人  港町二  対象：３１世帯 ６０人 

港町三  対象：６４世帯 １２３人  寿町   対象：５６世帯 １００人 

芳原   対象：４９世帯  ９８人  巽団地  対象：５３世帯 １０４人 

白鷺   対象：４０世帯  ７８人 

 

 

（参考） 

愛媛県地震被害想定調査 

津波浸水予測時間図（浸水深30cm） 

港町一 

港町二 

港町三 

寿町 

芳原 

巽団地 

白鷺 
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 災害対策本部の設置基準（庁内体制）  

 ○宇和島市地域防災計画で定める 、「災害対策本部等設置基準」に、以下のとおり、臨時

情報発表時の非常配置基準を設定する。（災害対策本部等の設置は２４時間体制となるた

め、各班の中で交代して対応が必要となります。） 

災害対策本部体制等の非常配備基準 

災害
種別 災害警戒本部体制 

災害対策本部体制 

第一配備基準 第二配備基準 第三配備基準 

地震 

・市域に震度４が
発生したとき。 

・南海トラフ地震
臨時情報（調査
中）が発表された
とき。 

・市域に震度５弱の地
震が発生したとき。 

・南海トラフ地震臨時
情報（巨大地震注意）
が発表されたとき。 

・その他の状況によ
り、本部長が必要と
判断したとき。 

・市域に震度５強の
地震が発生したと
き。 

・相当規模の災害が
発生又は発生する
おそれがあると
き。 

・その他の状況によ
り、本部長が必要
と判断したとき。 

・市域に震度６弱以上の地震
が発生したとき。 

・大規模の災害が発生したと
き、又は発生するおそれが
あるとき。 

・南海トラフ地震臨時情報（巨
大地震警戒）が発表された
とき。 

・その他の状況により、本部長
が必要と判断したとき。 

二次
災害 

 ・市内で地震による火
災が複数箇所で発生
したと通報があった
とき。 

・市内で地震による
火災が複数箇所で
発生し、被害が拡
大するおそれがあ
るとき。 

・火災が拡大し、重大な被害が
発生するおそれがあると
き。 

津波 

 ・愛媛県宇和海沿岸に
津波注意報が発表さ
れたとき。 

・愛媛県宇和海沿岸
に津波警報が発表
されたとき。 

・愛媛県宇和海沿岸に大津波
警報が発表されたとき。 

・津波警報が発表され重大な
被害が予想されるとき。 

・津波により、重大な被害が発
生し、緊急の対応が必要で
あると市長が認めるとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分 
市全域 

 事前避難対象地域 

最初の地震発生 

から1週間  
★「高齢者等避難」を発令 

地震発生後 

1週間から2週間 
日頃からの地震への備えを再確認等 

地震発生後 

2週間以降 

通常の生活 

大規模地震発生の可能性がなくなったわけではないことに留意しつつ、地震の発生に 

注意しながら通常の生活を行う。 

（参照：宇和島市地域防災計画第3 編「地震災害対策編 災害対策本部体制等の非常配備基準」から抜粋） 

（参照：ガイドライン概要版「巨大地震警戒対応開始から通常の生活までの住民の地域別対応」を加筆修正） 

＜後発地震が発生しないまま 2 週間が経過した場合の対応イメージ＞ 
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 避難所の開設  

（１）開設する避難所の考え方 

○津波災害警戒区域外の公民館等の避難所を開設する。 

○避難所が不足する場合は、津波災害警戒区域外の小・中学校の体育館を開設。 

＜開設する避難所＞ 

 

 

（２）避難所の運営等 

  ○開設期間は、臨時情報「巨大地震警戒」の発表から１週間とする。 

○運営は「避難所運営マニュアル」により、可能な範囲で、自治会や自主防災組織、防

災士が中心となって避難所運営支援を期待する。 

○避難生活に必要な食料、日用品等は避難者が用意することを基本とする。 

  ○公民館等の拠点の避難所には、避難所の連絡員として、市職員を派遣する。 

  ○避難所設置に関する経費（炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給を含む）

については、災害救助法が適用される。 

 

（３）その他避難所開設にあたっての対応 

  ○高齢者等事前避難対象地域において、多くの市民が避難している地区等の防犯・防火

対策については、市が警察及び消防団と連携して実施する。 

  

地区 人数 計
計

画

最

大

鶴島 637

戸島 129

日振島 117

2 宇和津公民館 妙典寺前乙640番地 364 182 九島 316 ▲ ○ ○ ○ ○ 17

3 天神公民館 丸穂町甲893番地 460 230 天神 50 △ ○ ○ ○ ○ 30

4 祝森公民館 祝森甲3000番地3 381 190 明倫 590 △ ○ ○ ○ ○ 38

5 宇和島市保健センター 祝森甲811番地 1,641 820 下波 267 △ ○ ○ ○ ○ 31

6 番城公民館 宮下甲201番地 549 274 遊子 302 △ ○ ○ ○ ○ 10

7 番城福祉会館 寄松171番地2 359 179 石応 209 ○ ○ ○ ○ ○ 12

8 小池保育園 小池1607番地1 1,007 503 小池 205 ○ ○ ○ ○ ○ 9

三浦 342

蒋渕 111

10 高光公民館 高串2番耕地134番地1 363 181 ▲ ○ ○ ○ ○ 33

11 三間公民館 三間町宮野下835番地 963 481 ○ ○ ○ ○ ○ 150

12 三間町隣保館 三間町務田681番地1 361 180 ○ × × ○ ○ 147

13 高齢者コミュニティセンター 三間町古藤田367番地 403 201 × ○ ○ ○ ○ 141

14 ふれあい運動公園 吉田町鶴間1507番地 1,453 726 726 吉田 660 660 ▲ ○ ○ ○ ○ 8

奥南 524

玉津 452

16 ふれあい交流館 三間町迫目128番地 345 172 喜佐方 38 ○ ○ ○ ○ ○ 149

北灘 679

岩松 260

高田 31

近家 125

曽根 159

由良 183

竹ヶ島 9

下灘 225

浦知 134

16,785 7,7428,386

高齢者等事前

避難対象地区

65歳以上39.6％の人数

対象
地区
(人)

宇和島
(4,263)

吉田
(1,674)

津島
(1,805)

三浦西1289番地 374 187

10○○○○○

▲ ○ ○ ○ ○ 8

○ ○ ○ ○ ○ 149

12

○ ○ ○ ○ ○ 149

△ ○ ○ ○ 15

▲ × × ○ ○

19 畑地ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ（畑地公民館） 津島町上畑地甲568番地 717 358 ▲

17 コスモスホール三間 三間町迫目138番地 2,576 1,288

18 清満公民館 津島町岩渕丙560番地 765 382

1,288

658690

988住吉

15 三間保健福祉センター 三間町迫目126番地 1,800 900
1,072 1,014

9521,904堀端町1番25号中央公民館1

9 三浦公民館西三浦分館

883

366

1,463

952

412

351

359

382

358

1,095

988

合計

1,368

1,043

海

抜面積（㎡）A 人員（A/2）
土

砂

洪水
地

震

津

波

番
号

施設名 住所

収容可能面積・人員 災害種別
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 市役所・学校・保育園等の対応  

１ 臨時情報（巨大地震警戒）発表から１週間  

（１）市役所・公共施設 

  ○市役所の業務を継続することを基本とし、災害対応業務を優先する。 

  ○避難所開設など、業務の継続が困難な場合は業務（貸館等）を停止する。 

（２）高齢者等事前避難対象地域内にある学校・公民館 

○対象地域内の小・中学校・公民館等は、１週間の休校・休館を基本とする。 

○休校の教職員は、避難所運営への協力、避難児童・生徒の学習支援等を基本とする。 
 

＜休校・休館、業務停止とする施設＞ 

小・中学校 公民館・公共施設 

明倫小学校 住吉小学校 住吉公民館 九島公民館 

三浦小学校 結出小学校 小池公民館 石応公民館 

遊子小学校 蒋渕小学校 三浦公民館、西三浦分館 下波公民館 

戸島小学校 日振島小学校 遊子公民館 蒋渕公民館 

吉田小学校 奥南小学校 戸島公民館 日振島公民館 

玉津小学校 下灘小学校 奥南公民館 玉津公民館 

北灘小学校 城東中学校 下灘公民館 北灘公民館 

津島中学校  総合体育館 勤労者体育センター 
 

 

（３）保育園・放課後児童クラブ 

  ○対象地域内の施設は、休園・閉設することを基本とする。 
 

＜休園・閉設とする施設＞ 

保育園 放課後児童クラブ 

住吉保育園 小池保育園 明倫放課後クラブ 

甘崎保育園 日振島保育所  

吉田愛児園 奥南保育園  

玉津保育園 岩松保育園  

嵐保育園 北灘保育園  

※上記以外の休校・休館する小・中学校・公民館の学童保育は、開設することを基本とします。 
 

※県立高校、私立学校、私立子ども園等の対応については各施設の判断が基本。 
 

（４）市が主催するイベント等 

○１週間の中止を基本とする。 

 

２ 臨時情報（巨大地震注意）発表から１週間  

○市役所・学校・保育園等は、注意対応。通常どおりの業務や授業等の継続を基本。 

  ○避難所開設など、業務の継続が困難な場合は業務（貸館等）を停止する。 


